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市役所職員への無作為割付による禁煙介入研究
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目的　地域において保健指導者による禁煙教育の効果を評価するために，近江八幡市の市職員を

対象に無作為割付比較コントロール試験による介入研究を実施した。

方法　対象者を2群に割り付け介入期間は前期5カ月が比較コントロール群をおいたものであ

り，後期5カ月は両群ともに介入した。すなわち後期には「コントロール群に遅れて介入を

加える方法」を用いた。教育の方法は，集団指導2回，個人面接指導3回である。内容は，

喫煙の有害性，禁煙の効果，個人の検査結果と喫煙との関連，禁煙のコツ，そして禁煙によ

って生じる離脱症状の緩和方法である。評価は介入前期終了時（5カ月目）に行い，全対象

者の禁煙率を後期終了時（10カ月目），後期終了から6カ月日，1年目に確認した。

成績　介入前期終了時における禁煙率は，介入群が19.2％（26人中5人），コントロール群が

7.4％（27人中2人）であり，χ2検定で有意差は認めなかった。介入後期終了時における禁

煙率はは32.1％（全対象者53人中17人）であり，介入後期終了後6カ月日が19.2％，1年目

は13.2％であった。禁煙達成者と非達成者とを比較した結果，達成者の方が開始時における

禁煙意欲があり，年齢が若く，開始時の呼気中CO濃度値が有意に低いということがわか

った。

結論　5カ月間の禁煙教育は，コントロール群と比べて，介入群での5カ月の禁煙率は2倍以上

に達したが，標本サイズが不十分であったために禁煙教育の効果を検証するには至らなかっ

た。しかし，後期介入終了時の禁煙率は両群あわせて32.1％と高く，また，さらに1年後に

おいても13.2％が禁煙を継続していたことなども勘案するならば，地域における保健指導者

による禁煙教育には一定の効果がある可能性があり，今後さらなる試みが必要であると考え

られた。
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